災害に備えて
　　　　　　　　　　　福岡市手をつなぐ育成会　防災対策委員会

　今年に入って私たちの日常に大きな変化がおきました。新型コロナウイルスが世界的に広まり、終わりの見えない新型コロナウイルスとの共存が余儀なくされています。コロナ渦の中「新しい生活様式」が打ち出され、３蜜の回避はもちろん、日頃の生活の中で気を付けなければならない日常（身体的距離の確保・マスクの着用・手洗い、消毒・換気等）が始まりました。そんな中でも自然災害は容赦なく猛威を振るいます。７月の豪雨や９月の台風では九州にも各地で大きな被害がでました。この時、命を最優先に考えた早目の避難を呼びかける一方で、３蜜をさけた避難所の確保が必要な状態でした。「私たちは災害に対して何を備えておくべきか」、今まで以上に考えさせられています。
　各事業所ではそれぞれ、防災計画や消防計画を作成し避難訓練等をとおして、職員、利用者とともに避難経路や安全確保のための行動確認を行っています。しかし、昨今の災害は、「記録的な豪雨」「台風による記録的な強風や高潮」「大規模な地震」など予想をはるかに超え、被害も大規模なものになっています。各事業所で想定できる災害が何かハザードマップや福岡市の防災情報を確認し、今後の対応に備えなければなりません。しかし、各事業所の立地条件や業務内容の違い、利用者の年齢・障がい特性等、備蓄品や避難経路、注意する点や配慮が必要な場所等それぞれ違いがあります。
そこで、防災対策委員会では各事業所から代表者を選出し、厚生労働省からも依頼がありました、「社会福祉施設等における事業継続計画（BCP）」の策定に取り掛かりました。事業継続計画とは、利用者・職員の安全確保を第一に優先し、重要な事業を継続、または早期に復旧させるためにあらかじめ策定し、事前の検討や準備を進めていくことができる計画をいいます。また、福岡市手をつなぐ育成会　防災管理体制規程第一条（目的）にも、法人に重大な損害を与える「災害」が発生した場合の応急対策、復旧対策の基本を定めることにより、総合的かつ計画的な体制の整備及び推進を図り、もって法人の秩序の維持と事業活動の継続に資する事を目的としています。そして、事業継続計画は事業所単位で作成することを前提とし、法人とは相互応援関係が求められることから、法人本部としての事業継続計画も作成することが望まれています。防災対策委員会では、「社会福祉施設等におけるBCPの有用性に関する調査研究事業」において作成された、「社会福祉施設等におけるBCP様式」をもとに、書面上だけではない、実際に活用できる事業継続計画を作成していきます。今後私たちの身にも起こり得るかもしれない災害に備え、法人全体で課題の整理・検討を行います。また、整理・検討には各事業所でも定期的に会議を実施してもらい、職員一人一人が防災意識を高く持てるよう、職員の意識向上にも努めていきます。
　さて、上記でも記載しておりますが、防災対策委員会で話し合いを行う中で、今年度は新型コロナウイルス拡散防止対応にともない避難訓練が今まで以上に計画できない状態の中で、７月の豪雨、９月の２つの台風と大きな災害があり、避難場所に実際に避難が可能なのか、豪雨の中での避難の方法についてあらためて考えさせられた、今までの避難訓練は火災が起きた時を想定した計画のものが多かったが、水害に備えた避難訓練を実施している等の意見交換もしました。そこで、各事業所で現在行っている「避難訓練について」また今後の課題や今後避難訓練で計画している内容等掲載します。

